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2022年12⽉8⽇

2022年度 事業部⾨説明会

常務執⾏役員 インフラ事業部⾨⻑
本多 之仁

インフラ事業部⾨
SHIFT 2023における取り組み及び
今後の成⻑戦略

将来情報に関するご注意

本資料には、当社の中期経営計画等についての様々な経営⽬標及びその他の将来
予測が開⽰されています。これらは、当社の経営陣が中期経営計画を成功裡に実践
することにより達成することを⽬指していく⽬標であります。これらの経営⽬標及びその他
の将来予測は、将来の事象についての現時点における仮定及び予想並びに当社が現
時点で⼊⼿している情報に基づいているため、今後の四囲の状況等により変化を余儀
なくされるものであり、これらの⽬標や予想の達成及び将来の業績を保証するものでは
ありません。したがって、これらの情報に全⾯的に依拠されることは控えられ、また、当社
がこれらの情報を逐次改訂する義務を負うものではないことをご認識いただくようお願い
申し上げます。
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部⾨概要
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組織構成（部⾨組織図、所属SBU）
部⾨概要

社会インフラ事業本部

社会インフラ事業 SBU

サミットエナジー SBU 住商マシネックス（SMX） SBU

鉄道 EPC※1 SBU

スマートシティ SBU

電⼒インフラ事業本部 ⽕⼒IPP ※2 SBU

再エネIPP※2 SBU

電⼒ EPC ※1 SBU

注⼒事業

バリューアップ

シーディング

物流インフラ事業本部

事
業
部
⾨

海外⼯業団地 SBU

物流 SBU

保険 SBU

業
務
部

⼈員数
705名

※1 EPC︓設計（Engineering）、調達（Procurement）、建設（Construction）
※2 IPP︓Independent Power Producer、独⽴系発電事業者
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SBU成⻑戦略サマリー4象限
部⾨概要

バリューアップ

シーディング

市場の魅⼒度
– 中⻑期的な

市場の成⻑性
– 重要社会課題

への貢献

強みの発揮度
– ROIC（WACC対⽐）

次世代ビジネスの育成
 スマートシティ

事業規模の拡⼤を通じた収益の柱の育成
社会インフラ事業(⽔、港湾、空港、病院等）
再エネIPP
海外⼯業団地

効率性向上、新たな付加価値の
提供による収益性の向上
⽕⼒IPP
 サミットエナジー
電⼒EPC
鉄道EPC
住友商事マシネックス

注⼒事業

バリュー実現

マネタイズモデル確⽴

バリュー実現による
経営資源の回収

DXによるビジネス変⾰

物流事業
保険事業
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02

部⾨中⻑期⽬標、利益計画
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部⾨ビジョン、⻑期⽬標
部⾨中⻑期⽬標、利益計画

 2点を⻑期⽬標としてコミットし、今中計⽬標を設定し、各種戦略を推進。

規模感を持った安定収益基盤の構築
インフラの特性である下⽅耐性の強い安定収益基盤を構築し、更なる利益拡⼤を狙う

2050年カーボンニュートラルの達成
発電ポートフォリオの低炭素化、

地域社会・経済の発展と両⽴したサステナブルなカーボンニュートラル社会の実現
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社会インフラ事業群※

5,000

(単位︓億円）

⽕⼒IPP
5,000

バリューアップSBU群
1,000

再エネIPP
4,000

31/3 イメージ投下資本
約1兆3,000億円

⽕⼒IPP
3,000

再エネIPP
1,000

社会インフラ事業群※

1,000

バリューアップSBU群
1,000

※社会インフラ事業群
社会インフラ、海外⼯業団地、スマートシティ等

22/3 投下資本
約8,000億円

部⾨中⻑期⽬標、利益計画

FY21︓税後利益
333億円

FY30︓税後利益
1,000億円以上

投下資本推移イメージ

 注⼒事業領域に優良な資産を積み増し、下⽅耐性の強い安定収益基盤を構築する。

⻑期⽬標︓規模感を持った安定収益基盤イメージ
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• ⽯炭⽕⼒については、新規の発電事業･建設⼯事請負には取り組まない。2040年代後半には全ての事業を終え⽯炭⽕⼒発電事業から撤退する。
• 発電事業のCO2排出量を2035年までに40%以上削減（内、⽯炭⽕⼒発電については、60%以上削減）。
• 発電ポートフォリオの持分発電容量を⾜元の⽯炭50％、ガス30％、再エネ20％から、2035年には⽯炭20%、ガス50%、再エネ30%へシフトを進める。
• 再⽣可能エネルギー供給の拡⼤ ⇒ 2030年3GW（⽬標︓5GW以上）

⽕⼒発電事業排出量
(建設中案件推計値含む)

約43百万トン

2019年 2035年 2050年

40％削減

⽕⼒発電事業排出量
(建設中案件推計値含む)

約26百万トン
カーボンニュートラル

達成

持分発電容量
約 9.7 GW

⽯炭50％、ガス30％、
再エネ20％

持分発電容量
約 12 GW

⽯炭20％、ガス50％、
再エネ30％

2030年
再エネ3GW達成

2040年代後半
⽯炭⽕⼒発電事業

完全撤退

⻑期⽬標︓2050年カーボンニュートラルの達成 - 当部⾨コミットメント
 発電ポートフォリオの低炭素化を進め、地域社会・経済の発展と両⽴した、グローバルにサステナブルなカーボンニュートラル社会を実現する。

部⾨中⻑期⽬標、利益計画

2050年カーボンニュートラルに向けてのロードマップ
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今中計⽬標
部⾨中⻑期⽬標、利益計画

 ⻑期⽬標達成に向け、今中計は以下⽅針にて事業活動を進める。

成⻑軌道への回帰
 21年度以降の業績V字回復を経て、再び成⻑軌道へ回帰

1

部⾨事業ポートフォリオのシフト
 カーボンニュートラル2050達成への取り組みを新たな部⾨ビジネスのチャンスととらえ、再エネ発電事業を
戦略的成⻑ドライバーとして発電ポートフォリオの低炭素化を推進

 ⽕⼒発電事業から再エネ発電事業・社会インフラ事業・海外⼯業団地へ経営資源をシフトし、次の安定収益の柱に育成

2

3
バリューチェーンの構築
 EIIとの共創を通じ、新たな電⼒・エネルギーサービスの事業化推進
 各SBUがドライバー事業として、社内外パートナーを巻き込み優位なバリューチェーンを構築
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定量計画
部⾨中⻑期⽬標、利益計画

 ⾜元、国内電⼒卸売り市況⾼騰による影響で下振れも、部⾨成⻑戦略の達成により、規模感を持った安定収益を達成する。

FY2021 (実績) FY2022(⾒通し) FY2023 (計画) FY2024 (計画) FY2030（イメージ）

（単位︓億円） FY21実績 FY22⾒通し FY23計画 FY24計画 FY30イメージ

当期利益
（親会社の所有者に帰属）

333 240 430 540 税後利益 1,000億円以上

（単位︓億円）



© 2022 Sumitomo Corporation

111111

サミットエナジー現状と打ち⼿

以下要因により、電⼒卸売り市況が⾼騰を続けている。
 発電コストの上昇

- ロシア・ウクライナ情勢を背景にした世界的な燃料⾼
 需給の逼迫

- 気象状況による需要増
- 地震による⽕⼒発電所操業停⽌による供給減

部⾨中⻑期⽬標、利益計画
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LNG価格(¥/mmbtu)
JEPX価格(¥/kwh)

65
(¥/kwh)(¥/mmbtu)

6,500

＜参考＞LNG価格及びJEPX（電⼒卸売り市場）価格推移

⻑期成⻑戦略

短期的打ち⼿

サミットエナジー現況⾜元のマクロ環境
 過去コンスタントに利益を伸ばしてきた。（FY19: 最⾼益86億）
 JEPX価格⾼騰及び燃料調達費の逆ザヤの影響を受け、

FY21は⾚字、FY22も下半期の市況環境は継続の⾒通しにて、
⼤幅な損失計上の予定。

 消費者保護の観点もあり、期中において燃料・電⼒価格の⾼騰の
顧客転嫁が⼗分に進んでいない状況。

 既存契約の⾒直し、顧客への価格転嫁等の施策を進め、
業績悪化に⻭⽌めをかける。

 需給調整⼒、エネルギーマネジメント能⼒を⾼め、
再エネバリューチェーン展開を繋ぐ役割を果たす。

2019 2020 2021 2022
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部⾨成⻑戦略
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・付加価値の創出
・競争優位性の担保

⻑期⽬標達成のための部⾨成⻑戦略
 強みを活かし、社内外パートナーを巻き込み、優位なバリューチェーン、サステナブルな収益基盤を構築する。

部⾨成⻑戦略

・機能の補完
・規模の追求

・スタンドアロンバリュー発揮
・総合⼒のドライバー機能

各事業の強み パートナー連携

バリューチェーン展開
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電⼒インフラ

電源開発・発電から消費者までを繋ぐバリューチェーン
 50GWのEPC開発実績、10GWのIPP実績
 東南アジア・欧州のパートナーとのネットワーク
 インドネシア・ベトナム・バングラデシュ等の政府・電⼒公社との信頼関係

⇒事例① : Energy transition推進（P.15〜）

社会インフラ

都市開発計画を⾯で展開するバリューチェーン
 商社業界No1の鉄道事業開発実績（13国、30路線、約5,000両）
 ⼯業団地（9拠点 / 565 社 / 24 万⼈社）
 産業顧客基盤（住商マシネックス社において1,500社の顧客基盤を保有）
 ⽔事業（ブラジル、英国、中国、オマーンにて裨益⼈⼝計2,354万⼈）
 ベトナム、フィリピン、バングラデシュ等の政府との信頼関係

⇒事例② : 海外⼯業団地（P.20〜）

1

2

当部⾨各セグメントにおけるミッションと強みの事例
部⾨成⻑戦略

物流インフラ

社会インフラ動脈内の物流を滞ることなく運営するバリューチェーン
 商社業界トップクラスの物流実績（7カ国、36拠点、倉庫65万m2）
 保険調達⼒、RM機能の保有（住商インシュランス、ブルーウェル インシュアランス ブローカーズ）
 DX導⼊（スマイルボードコネクト商⽤化、物流倉庫の⾃動化推進、
社内のサプライチェーンプラットフォームの構築）

 港湾ターミナル事業（ベトナム、ミャンマー、⽇本、バングラデシュ）

3
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エネルギートランジションへの取り組み（インドネシアNZE2060への貢献）
 持続可能な社会の実現に向け、官⺠連携のもと総合的なエコシステムを共創。
 同国の社会・経済の発展にも貢献し続けながら、インドネシアが⽬指すエネルギー転換およびNet Zero Emissionを実現。

GHG排出量
1,845mil.

ton CO2-e※1

電⼒需要
約300TWh※2

現在

GHG排出量ネットゼロ
＆

電⼒需要
約1,500TWh※2

2060年

⽔⼒

バイオマス

地熱
⾵⼒

太陽光

その他

2060年電源構成

⽯炭ガス・⽯油

⽔⼒
バイオマス地熱 その他

2021年電源構成

※1︓ UNFCC 『Long-term low greenhouse gas emission development strategies (LT-LEDS)』 より
『The national GHG emissions for fives gases』 2019年実績を参照。

※2︓『An Energy Sector Roadmap to Net Zero Emission in Indonesia(International Energy Agency)』より当社抜粋

部⾨成⻑戦略

・既存⽕⼒発電
低・脱炭素化
及び早期退役

促進

・産業界の
低・脱炭素化
・炭素吸収/
固定/利活⽤

・新エネルギー
バリューチェーン

・グリーン発電の導⼊
・送電系統強化

エネルギー転換に関する
基本合意書
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地域エネルギー政策・脱炭素⽅針を具現化するエナジートランジション取組み
 ホスト国の電⼒計画、脱炭素計画・⽬標を達成するエナジートランジションを、政府と共にデザインし、時間軸に応じた打ち⼿を通じ具体化させる。

インドネシア政府による2060年カーボンニュートラルに向けた
2050年までの排出シナリオ※

① エネルギー

② 廃棄物

③ 農業

④ 森林及びその他
⼟地利⽤変化

⑤ ⼯業プロセス
及び製品の使⽤

ネット排出量

分野 プロジェクト 取組み進捗状況 アドレス分野
⽕⼒発電の低・
脱炭素化

新エネルギー専焼・混焼 ⽔素・アンモニアの活⽤検討中 ①
⽯炭⽕⼒の早期退役 PLNと検討合意 ①

グリーン発電の
導⼊

地熱発電 事業運営及び開発中（PLNと交渉） ①
太陽光発電 離島の再エネ化含め検討中 ①
⽔⼒発電 ⽇本主導の事業開発 ①
廃棄物発電 世界シェアの⾼い⽇本OEMの活⽤ ①②

送電系統強化 海底ケーブル Super Grid構想への協⼒ ①
蓄電池の導⼊ 電池産業育成、離島への設置検討 ①
エネルギーマネジメント ①

新エネルギー
バリューチェーン

グリーン⽔素・アンモニア 再エネを活⽤した⽔素・アンモニアの利⽤ ①⑤
バイオ燃料製造 農業残渣活⽤によるバイオ燃料製造 ①③

炭素吸収・
固定・利活⽤

森林資源の活⽤ 森林保護、植林 ④
カーボンクレジット カーボンクレジット市場整備への協⼒ ④
CCUS・DAC導⼊ ①
メタネーション 実証の加速化 ①②③④⑤

産業界の低・
脱炭素化 グリーン⼯業団地 ⼯業団地へのグリーン電⼒の供給、

グリーンプロダクト製造 ⑤

排出量
（100万tCO2e）

1,000

0

500

1,500

-500

※UNFCC 『Long Term Strategy for Low Carbon and Climate Resilience 2050 (2021)』より
『Low Carbon Scenario Compatible with Paris Agreement target』参照

部⾨成⻑戦略
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ベトナム
2,350億

 インドネシアのように、当社・当部⾨がプレゼンスがあり、関係が深い国において、同様のアプローチにて取り組みを検討。
 『地域社会・経済の発展』と『グローバルなCN達成』を追求する。

当部⾨が強みを持っている地域

︓2022年3⽉時点の
投下資本

中国
250億円

⽶国
550億円

ブラジル
230 億円

⽇本
1,480 億円中東

500 億円

欧州
430 億円

アフリカ
100 億円

タイ
150 億円

バングラデシュ
20億円 フィリピン

200 億円

インドネシア
1,850 億円

部⾨成⻑戦略

インフラ事業部⾨ – 投下資本マップ
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 新興国市場においては、ホスト国の電⼒計画・脱炭素計画に沿った電源開発を⾏う。
 市場が成熟した先進国では、単なる開発にとどまらず、当社グループやパートナーとの協業によるバリューチェーンを構築し、

競争⼒のある再エネ電源の確保・拡⼤とグリーン電⼒を欲する需要家への電⼒提供を⾏う。
加えて、再エネ電⼒をベースとした需要家へのクリーンエネルギーサービスの提供（⽔素等の次世代エネルギービジネス、EV等モビリティビジネス等）を⽬指す。

部⾨成⻑戦略

再エネIPP SBU - 成⻑戦略
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発電
⼤規模電源開発

再エネIPP SBU

不動産EII
(⼤型蓄電池事業・⽔素事業など)

モビリティ

サミットエナジー ⼯業団地住友商事
マシネックス

社会
インフラ

物流

調整
電⼒調整、エネルギーマネジメント

需要
安定的な再エネ供給

再エネを軸とした事業提案、顧客のレベニュー創出

⾦属

その他
当社内
SBU

 当社グループSBUにてバリューチェーンの各要素の機能を持ち合わせている。
 新資源である再エネ電源を規模感をもって保有し、クリーンエネルギーサービス需要家に繋げることで、各領域における機会・収益性・規模感を⾼める。

部⾨成⻑戦略

スマート
シティ

社外パートナーとの連携

再エネIPP SBU – 再エネバリューチェーンにおける当社取組み
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総従業員数24 万⼈総⼊居企業数565 社 2,623 ha

・団地内従業員向け
デジタルプラットフォーム

・⼯場屋根置き太陽光
グリーン電⼒供給 ・⼊居企業向け製造DX⽀援・⼟地販売、インフラ供給事業

インド

バングラデシュ

ベトナム(4団地)

ミャンマー

フィリピン

インドネシア

 6か国9か所において⾼品質な⼯業団地を開発・運営中。
 関係性の⾼い⼊居企業565社、従業員数24万⼈のプラットフォームを有している。

部⾨成⻑戦略

海外⼯業団地事業紹介
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⾼品質な海外⼯業団地を⻑期⽬線
でデザインできる⽬利き⼒、開発⼒

 当社が過去開発を⼿掛けた⼯業団地は全て完売
 多くの顧客にリピーターや紹介客として当社開発する
団地をご購⼊頂いている

規模感のあるプラットフォームの保有  ９拠点／565 社／24 万⼈
 テナント、従業員向けビジネス創出

1

2

海外⼯業団地SBUの強み

地域でのプレゼンス、
地域の展開

 バングラデシュ、ミャンマー等において、⼟地の選定、外資規制等
法制度の設計からデザインに関与

3

部⾨成⻑戦略
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当該国、パート
ナー、⼊居企業の
ニーズを⾒極め、
⼟地の選定や法
整備のデザインを
進める。

インフラ収益等安定収益が増加し下⽅耐性強化。

⼊居企業、従業員のプラットフォームが形成、
『プラットフォーム機能』本格化

地域コミュニティの発展と共に、
『周辺総合開発』進捗

⼟地販売進捗により販売収益
増加、資産を⼤きく回収。

⼊居企業の増加に伴い、インフラ
収益等の安定収益が増加。

⼟地収⽤、造成⼯事
により費⽤が先⾏。

⼟地収⽤により総資
産が増加。

時間

5年以降〜3〜5年1〜3年

資産推移
イメージ

既存事業
収益イメージ

プラットフォーム
事業収益
イメージ

海外⼯業団地ビジネスの収益構造

周辺総合開発
収益イメージ

 費⽤先⾏の『開発期』、販売により資⾦回収を⾏う『⼟地販売期』、安定的な⼯場団地運営を⾏う『⼯業団地サービス期』にフェイズが分けられる。
- 既存事業︓⼟地販売事業及び、電気・⽔供給等のインフラサービス事業
- プラットフォーム事業︓⼊居企業、従業員を対象とした事業（物流・トレード、屋根置き太陽光、ヘルスケア、ファイナンス、モバイルアプリ等）
- 周辺総合開発︓地域コミュニティの成⻑をとらえた⼯業団地周辺の商業施設運営や住宅開発などの事業

〜 0年

部⾨成⻑戦略

構想・デザイン 開発期 ⼟地販売期 ⼯業団地サービス期
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海外⼯業団地SBUの成⻑戦略 - 3本の柱
部⾨成⻑戦略

 ① 既存事業の拡⼤、② プラットフォーム機能の活⽤、③ 周辺総合開発の3本の柱で収益基盤を構築。
 強みを活かし、社内外パートナーと連携する事で、サステナブルな収益を⽣み出すエコシステムとして『⼯業団地経済圏』を拡⼤する。

- プラットフォーム規模︓ 拠点数︓14、⼊居企業数︓950社、従業員数︓35万⼈
- 収益規模: 当社税後利益100億円レベル

2030年度⽬指す姿
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今中計⽬標に掲げたSHIFTを確実に完遂する

1

まとめ

各SBUが差別化された強みを活かし、主体的に社内外パートナーを巻き込んだ
優位なバリューチェーンを構築、サステナブルな収益基盤・エコシステムを確⽴する

2

まとめ
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Appendix
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社会インフラ本部 事業概要
Appendix

スマートシティSBU

住商マシネックス（SMX） SBU

サミットエナジー（電⼒⼩売）SBU

鉄道EPC SBU

•空港•⽔

•鉄道 •ペットボトルリサイクル

• Waste management

•港湾

•病院PPP • Data Center • 5G

【概要】 -地域社会課題を解決するインフラ事業
（⽔、空港、Waste management、鉄道、港湾、ペットボトルリサイクル、
病院、Data center、5G等）

【課題】 -収益の柱の確⽴

【概要】 - 発電及び⽇本国内電⼒⼩売事業
【課題】 - 電⼒卸売り市況⾼騰への対応

【概要】 -次世代都市開発
【課題】 - マネタイズモデルの確⽴

【概要】 -産業インフラ機器・設備販売
【課題】 -新規成⻑ビジネス育成

【概要】 -鉄道EPC事業
【課題】 -顧客との関係を活かした

O&M案件組成

社会インフラ事業 SBU
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電⼒インフラ事業本部 事業概要
Appendix

再エネIPP SBU電⼒EPC SBU ⽕⼒IPP SBU

【概要】 - 発電所建設事業
（EPC＝設計(Engineering)、調達

(Procurement)、建設(Construction)）

【課題】 - ⼤型⽕⼒発電案件数の減少、
地熱等へのシフト

【概要】 - 再エネ発電所の開発・運営事業
（IPP＝ Independent Power

Producer、独⽴系発電事業者）

【課題】 - 競争環境の激化
- 電源開発〜需要のバリューチェーン構築

【概要】 - ⽕⼒発電所の開発・運営事業

【課題】 - Energy transition推進
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物流インフラ事業本部 事業概要
Appendix

保険 SBU物流 SBU海外⼯業団地SBU

【概要】 - 海外⼯業団地開発、運営

【課題】 - 新規⼯業団地の開発
- プラットフォームを活⽤したビジネスの創出
- 周辺総合開発

【概要】 - 物流センター・輸配送事業、物流機器事業
- 住友商事グループに対する物流機能の提供

【課題】 - 業務品質維持
- デジタル化による効率化及び収益創出

【概要】 - 当社保険の最適調達・提案
- 保険代理店、ブローカー、⾃家保険事業

【課題】 - 保険RM機能の⾼度化
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